










（ ３ ） 引受計画と実施方策

① 農作物共済

ア 関係機関と連携し水田耕作者及び作付面積を適正把握し、 細目書との整合性を図り完全引受に努める。

イ 共済細目書の早期配布・ 回収を行い、 引受通知書の期限内提出、 共済掛金の期限内完全徴収に努める。

ウ 組合員等別危険段階基準共済掛金率の設定に向けて条件整備に取り組む。

エ 基準収穫量の適正な設定のため、 耕地ごとの収量等級の見直し に向けて収量調査を実施する。

② 家畜共済

ア 関係機関等との連携を強化し、 畜産関係データ・ 業務の共有化等により引受計画の達成を図る。

イ 家畜農家台帳の整備を行い有資格戸数及び頭数を把握し引受拡大に努める。

ウ 生産者ニーズに即した生産獣医療体制を強化し、 衛生管理、 飼養管理等の巡回指導により農家の生産性の向

上を図るとともに引受拡大に努める。

エ 組合員等別危険段階共済掛金標準率を設定し、 引受の拡大を図る。

オ 関係機関との緊密な協力関係を構築し、 牛個体識別台帳の情報等により適正な牛の異動確認を実施する。

カ 事業推進協議会や家畜診療所運営委員会等により 、 家畜診療所運営の強化、 収支の安定を図る。

③ 畑作物共済

ア 農業共済加入促進支援事業を活用し、 農家支援と専属推進員の戸別訪問により引受拡大を図る。

イ 関係機関と連携しながら生産者圃場植付調査（ ＯＣ Ｒ調査） 時の推進を継続し引受拡大を図る。

ウ 戸別訪問を重点的に実施するとともに、 講習会・ 説明会を開催し引受拡大を図る。

エ 組合員等別危険段階基準共済掛金率を設定し、 引受拡大に努める。

オ 本島内に引受強化地区を設定し、 重点的に戸別訪問し引受拡大を図る。

④ 園芸施設共済

ア 農業共済加入促進支援事業を活用し、 農家支援と専属推進員の戸別訪問により引受拡大を図る。

イ 有資格戸数及び施設棟数調査を継続実施し、 園芸施設台帳の整備、 更新を図る。

ウ 関係機関と連携しながら法人組織の加入督励及び補助事業導入ハウスの完全引受に努める。

エ 全職員体制による加入推進班を編制し 引受拡大を図る。
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オ 戸別訪問を重点的に実施するとともに、 講習会・ 説明会を開催し引受拡大を図る。

カ 北部地区及び中南部地区を重点推進地区とし、本所他の支所からの応援により戸別訪問し引受拡大を図る。

キ 組合員等別危険段階基準共済掛金率を設定し、引受拡大に努める

⑤ 任意共済

ア 有資格基準を遵守し、 適正な引受に努める。

イ 引受推進強化日の設定により継続者の確保と新規の加入推進に努め引受計画の達成を図る。

ウ 継続申し込み特約を活用し、複数年契約を推進する。

（ ４ ） 損害評価の適正化の方策

① 農作物共済

ア 定期的に見回り調査を行い、早期に被害状況及び肥培管理状況を把握し、 損害評価の適正化を図る。

イ 組合員からの被害申告の徹底化により評価の適正化を図る。

ウ 収穫期の悉皆調査を徹底し、分割評価の適正実施により、 損害高の適正化を図る。

エ 損害評価員の検見眼の精度を上げるため、 圃場にて現地講習会を開催する。

② 家畜共済

ア 家畜共済の事務取扱要領に基づいた価額の設定により 、 損害評価の適正化を図る。

イ 事故発生通知及び共済金支払通知の徹底に努め、 病傷事故の低減を図る。

ウ 指定・ 嘱託獣医師の集合審査を強化し、 病傷給付の適正化を図る。

エ 基準額の設定により肉皮等残存物価額又は廃用家畜の売渡価額の評価の適正化を図る。

オ 電子カルテシステムの活用による家畜診療業務の迅速化及び適正化を図る。

カ 牛の個体識別台帳の活用及び異動通知を徹底し、 廃用事故損害評価の適正化を図る。

③ 畑作物共済

ア 生産者圃場植付調査（ ＯＣ Ｒ調査） と共済加入面積の照合により適正評価に努める。

イ 組合員及び損害評価員の聞き取り調査を徹底し、 適正評価に努める。

ウ 抜き取り調査・ 見回り調査及び収穫期の悉皆調査を徹底し、 評価の適正化と分割評価の徹底を図る。

エ 組合員からの被害申告の周知徹底と評価の適正化を図る。
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④ 園芸施設共済

ア 台風接近前の全棟見回り調査を徹底し、 台風通過後の損害評価の迅速化・ 適正化を図る。

イ 台風接近時に、 「 農業災害対策本部」 を速やかに設置し損害調査及び共済金の迅速・ 適切な支払に向けた損

害評価体制の確立を図る。

ウ 組合員からの被害申告の周知徹底と評価の適正化を図る。

エ 本所・ 支所の合同評価により、 損害評価の適正化及び迅速化を図り共済金の早期支払いに努める。

（ ５ ） 損害防止事業の実施方策

① 農作物共済

ア 定期的な見回り調査で、 早期に被害状況把握に努め、 適期防除を行う よう組合員へ周知する。

イ 関係機関及び生産者が行う 、合同の防除組織に参画して被害防止に努める。

ウ 登熟不良調査を行い、 組合員へ注意喚起を行う。

② 家畜共済

ア 特定損害防止事業を有効に活用し、 特定疾病の事故防止に努める。

イ ワクチン接種補助事業により肺炎・ 下痢等多発疾病の予防に努め事故低減を図る。

ウ 沖縄養豚衛生獣医療体制整備事業の活用による飼養管理獣医師の育成し、 事故率低減を図る。

エ 子牛の生産向上モデル事業として早期妊娠鑑定等を実施し、 組合員の更なる生産向上を図る。

オ 地域の行政、 生産団体、 生産者との合同の防除組織に参画して地域との連携を強化し損害防止に努める。

カ 伝染病等の発生があった場合には、 県との連携・ 協力を密にし、情報収集に努め早期の収束を図る。

キ 関係機関との連携による講習会等を開催し、 飼養管理の改善による事故の低減及び増頭対策に努める。

③ 畑作物共済

ア 市町村防除協議会に参加し、組合員へ適期一斉防除の取り組みの周知を図る。

イ 専門家による栽培講習会を開催し、 職員の資質向上と組合員への普及啓発を行う 。

④ 園芸施設共済

ア 関係機関との連携を図り 、 台風情報等の提供により事故防止に努める。

イ 損害評価の適正化及び台風対策を徹底させ、 損害の減少及び未然防止に努める。

ウ 専門家による台風対策に関する講習会を開催し 、 職員の資質向上と組合員への普及啓発を行う 。
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（ ６ ） 収入保険事業

① 収入保険事業を推進するため、 関係機関と連携し、 有資格農業者の把握と青色申告の促進に努める。

② 関係機関と緊密に協力、 連携し、 説明会を開催する。

③ 収入保険に関する相談窓口を設置し、農業者への収入保険事業の普及に努める。

（ ７ ） 執行体制の整備

① 事務執行体制の整備

ア 事業計画を的確に遂行するため、 理事会を四半期毎に開催し、 各事業の進捗状況及び財務の検討を行い、 事

業の進展と業務の適正な運営に努める。 また、必要に応じて随時開催する。

イ 業務運営の適正を期すため、監事会を年２ 回開催し、 必要に応じて随時開催する。定時監査は、 ４ 月又は５

月及び10月又は11月に実施し、 必要に応じて随時監査を行う 。

ウ 法令等遵守体制の確立と、組合の抱える各種リスクへの対応強化を図るため、内部監査を行う 。内部監査は、

原則として上半期、 下半期に行い、 必要に応じて随時監査を行う。

エ 本所及び支所における円滑かつ効率的な業務遂行に資するために、 業務調整連絡会議を定期的に開催する。

オ 各事業及び業務に係る事務処理の適正かつ迅速な執行を図るため随時担当者会議の開催を行う 。

② 職員の人事配置及び人材育成

ア 職員を適材適所に配置し、 内部牽制機能を強化して、 正確迅速な事務の執行を期す。

イ 事務執行体制の強化を図るため、 本所・ 支所間の人事異動を毎年度定期的に実施する。

ウ 収入保険や制度改正に対応できる職員の育成を図るため、 人材育成基本方針等に基づき計画的な研修、 講習

会を実施する。

エ NOSAI の将来を担う人材育成、職務遂行能力の向上、適正な業務運営を図るため、農水省・ NOSAI 全国の実施

する職員研修に積極的に参加する。

オ 生産者ニーズに対応した家畜診療や生産獣医療体制を構築するため、 計画的に獣医師の確保や研修に取り組

む。

③ 共済部長の設置及び職務

ア 加入促進を目的として全集落の地域のリーダーに委嘱し、 関係機関協力のもと推進を図る。

イ 加入申込書の配布、 回収、 損害通知の受理、 共済事業加入推進の協力等、 集落内の組合員との連絡に努める。 
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④ コンプライアンス態勢の確立

ア コンプライアンス・ アクションプログラムを徹底強化した実施を行う 。

イ 役職員へのコンプライアンス研修等を定期的に実施する

ウ 不祥事未然防止マニュアルによる内部牽制の実施

⑤ 広報活動方策

ア ホームページを活用し、 農業共済事業及び収入保険事業について関係機関及び農家の理解を深める。

イ 広報誌は年２ 回発行し、 ラジオ等公告媒体を活用し、 農家をはじめ、 県民へ広報活動を強化する。

ウ 各事業のチラシ、 パンフレット 等を作成し、 農業保険制度の普及啓発を図る。

エ 農業共済新聞普及拡大運動に沿った普及推進（ 拠点方式） の展開により 、 基礎組織構成員の完全購読及び購

読料の一部負担等により自主目標部数の達成を図る。

オ 関係機関の総会等における農業保険制度の説明会、 講習会を実施し、 普及に努める。

カ 広報担当者研修会及び講習会を通し、 広報活動の重要性を知らしめ、 広報活動の強化、 活性化を図る。

（ ８ ） 予算統制の方策

① 行政庁の指導方針、 法令、 定款及び諸規則を遵守して予算執行を行う 。

② 業務収支の健全化を図るため、 事業の引受拡大による賦課収入の増収による収入財源の確保を図る。

③ 掛金、 賦課金の早期完全徴収に努めるとともに、 資金の状況を的確に把握し、 効率的な資金運用に努める。

④ 事業計画に基づき、 業務経費を計画的に支出し、 予算の適正執行及び経費の節減に努める。

⑤ 業務経費の支出については、 徹底した合理化に取組み費用対効果が得られるよう 経済的合理性を確保する。
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